


















　第２章では、米国における退職給付会計の制度化から財務会計基準書（Statement of Financial 
Accounting Standards、以下、SFAS）第158号公表までを考察し、残された課題を指摘している。退職給付
会計に影響を及ぼした事柄として、従業員確保、団体交渉、従業員退職所得保証法（Employee Retirement 
Income Security Act of 1974、以下、ERISA）制定、インフレ、ERISA 改正を考察している。ERISA で
は従業員の勤労により発生した給付を企業の都合で減額することが認められていないため、確定給付債
務（Vested Benefit Obligation、以下、VBO）に受給権未確定部分を加えた累積給付債務（Accumulated 
Benefit Obligation、以下、ABO）が必要になったと考えられる。さらに、1970年代からはインフレの
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国際会計基準委員会（International Accounting Standards Committee、以下、IASC）の設立、証券監督




































































論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本論文の意義は、退職給付に関する会計上の問題点を歴史、理論、実証の３つの観点から詳細に考察し、
日本にとって望ましい会計処理を考察している点である。
　第１部の歴史研究では、米国、国際会計基準、日本における退職給付会計の制度化から現行の退職給付会
計基準に至るまでの変遷と会計基準設定に影響を与えた要因を考察している。会計基準はその時代と環境に
適合する形で設定され、新しい状況に対応するため改正されてきた。現在の退職給付に関する会計基準とそ
の問題点を検討するには、会計基準設定当時の状況と課題およびそれに対応する会計基準における対応と残
された問題を明らかにすることが不可欠である。本論文でも、米国において、労働災害に対する生活保障や
従業員確保のために設立された企業年金制度が、ERISA 制定による年金積立の強制と受給権の保護によっ
て、「賃金後払説」へと変化し、退職給付債務概念、費用計上基準、退職給付債務の算定方法が会計上の論
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点となり、改正された。また、1970年代からのインフレと生産性の成長によって、将来の昇給部分の取扱い
が会計上の論点となり、退職給付債務概念として PBO が採用されるようになった。しかしながら、本論文
は会計基準設定過程における文献研究を通じて、米国基準において将来の昇給部分を負債として年金債務の
算定に含めるべきかという問題については十分な考察がされておらず、議論の余地が残されていることを
明らかにしている。また、国際会計基準の変遷についても考察し、米国と同様の問題が未解決であることと、
米国や日本との会計処理の違いについて考察している。当時の討議資料や会計基準を丹念に読み、問題点を
整理し、残された問題を明らかにしている点が評価できる。
　第２部の理論研究（第５－７章）では、第１部で明らかになった未解決の問題や国際会計基準と米国基準・
日本基準との違いについて理論的に考察している。第５章では、特に、各会計基準設定機関で望ましい退
職給付債務概念を検討するにあたり、将来の昇給部分を定期昇給部分とベースアップに分けて考察し、ベー
スアップを退職給付債務概念に含めるには過去にインフレにより賃金表を改訂してきた等の客観的な状況
が必要であることを主張している。第6章では、数理計算上の差異に関するリサイクリングについて理論的
に考察し、リサイクリングの意義を純利益が業績情報の主要な源泉であるか、またリスクから解放されてい
るかという観点から考察している。この観点からは、将来的に不確定な数理計算上の差異のリサイクリング
を禁止した方が利益の有用性が高まる可能性を指摘している。また、第７章では、Schipper（2007）に基づ
き本体情報と注記情報では投資者の判断に違いが生じるか否かを考察し、未認識債務を本体計上した日本の
「退職給付会計」（2012）導入によって、退職給付債務の有用性が向上する可能性を指摘している。本論文は、
これらの可能性を理論的に示唆するだけでなく、第３部において可能な限り実証的に検証している点も評価
できる。
　第３部の実証研究では、歴史研究と理論研究を踏まえ、理論的に明確にされていない問題を実証的に検証
し、日本にとって望ましい会計処理を考察している。「退職給付会計」（2012）改正前後の会計期間における
本体情報を比較した結果、それまで注記で開示されていた未認識債務が改正によって本体情報に含められ
たことにより、改正後の本体情報の有用性が高くなったという実証結果が確認された。また、日本において、
国際会計基準に準拠して過去勤務費用発生額を発生時の会計期間の純利益に全額反映しても、現行の「退職
給付会計」（2012）の開示を大きく上回るような会計情報は提供できない可能性を実証結果で示した。一方で、
日本において、国際会計基準に準拠して数理計算上の差異のリサイクルを禁止し、一切純利益に反映しない
場合に、現行の「退職給付会計」（2012）の開示を大きく上回るような会計情報が提供できる可能性を実証
結果で示した。これらの実証結果は、理論的考察とともに、日本にとって望ましい退職給付に関する会計処
理を示唆している点で本論文の貢献を示すものである。
　このように本論文は退職給付会計の分野に貢献をもたらす優れた研究であるが、次のような課題も残され
ている。
　第一に、利息費用の算定方法に関する国際会計基準と米国基準・日本基準の違いについて考察されていな
い。IAS 第19号（2011）では外部積立機関の年金資産に関する期待運用収益を控除して純額で利息費用を算
定する。一方、米国 SFAS 第158号や日本の「退職給付会計」（2012）では期待運用収益を控除せず、利息
費用を算定する。今後、退職給付費用の構成要素である利息費用の性質とその算定、表示についてもさらな
る考察が期待される。
　第二に、本論文では日本にとって望ましい退職給付会計を検証しているが、米国で採用されているコリ
ドー・アプローチについては十分な考察が行われていない。コリドー・アプローチは、期末における未認
識数理計算上の差異残高のうち、制度資産と確定給付制度債務の現在価値のいずれか大きい方の10％相当額
（回廊部分）を超過する部分のみを平均残存勤務期間に渡って償却する方法である。現行の米国 SFAS 第
158号ではコリド ・ーアプローチが採用されているのに対して、日本の「退職給付会計」（2012）ではコリド ・ー
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アプローチの代わりに重要性基準が採用されている。コリドー・アプローチの採用によって純利益へ反映さ
れる範囲が変わるので、数理計算上の差異のリサイクルおよび償却を考察する際にはコリドー・アプローチ
についても検討することが期待される。
　第三に、本論文は日本にとって望ましい会計処理を考察することを目的としているため、日本基準を適用
する企業を対象に実証研究を行っている。しかしながら、各国における退職給付に関する事情が異なること
や、日本においても多くの大企業が国際会計基準や米国基準を適用していることなどから、今後は国際会計
基準を任意適用している企業に関する実証研究や日本企業と米国企業を比較対象とした実証研究も行ってい
くことが期待される。
　本論文にはこうした課題が残されているが、これらは決して本論文の価値を損なうものではない。残され
た課題に取り組み、今後の研究成果を上げることが大いに 期待される。
　これらを総合的に勘案して、審査委員会としては、本論文提出者が博士（商学）の学位を受けるのに値す
るものと判断する。
